
 

 

 

事務事業名 男女共同参画施策推進事業 事業コード 0120 

所属コード 046600 課等名 市民活動推進課 

 

係名 男女共同参画青少

年対策室 

課長名 中野 玲子 担当者名 細田 繭子 内線番号 8221 

評価分類 ■ 一般  □ 公の施設  □ 大規模公共事業  □ 補助金  □ 内部管理 

 

１ 事務事業の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要 

総合計画 

体系 

施策の柱 心がつながる相互理解 コード ３ 

施策 人権を尊重する地域社会の形成 コード ２ 

基本事業 男女共同参画意識の高揚と活動支援 コード １ 

予算費目名 一般会計  3款 1項 6目 男女共同参画推進事務（004-01） 

特記事項  

事業期間 □単年度  ■単年度繰返  □期間限定複数年度 開始年度 昭和 59年度 

根拠法令等 男女共同参画社会基本法，盛岡市男女共同参画計画，盛岡市配偶者暴力防止対策推

進計画 

 

(2) 事務事業の概要 

男女平等を前提とした男女共同参画社会の実現のため，総合的，計画的に事業を行う 

 

 (3) この事務事業を開始したきっかけ（いつ頃どんな経緯で開始されたのか） 

国の「国内行動計画」や女性市議会議員の要望により，昭和 59年青少年婦人室，同年婦人懇

談会が設置された。 

 

(4) 事務事業を取り巻く現在の状況はどうか。(3)からどう変化したか。 

・平成11年男女共同参画基本法，平成13年ＤＶ防止法，平成14年岩手県男女共同参画推進条例

の公布により，市民意識は高まっている。 

・平成17年盛岡市男女共同参画計画を策定，平成18年と23年に見直しを行い，指標及び目標数

値を設定，目標達成に向け事業を推進する。 

・平成18年岩手県が主催する研修はサポーター養成講座のみになったため，新たに「リーダー

養成講座」を実施，人材の育成を図っている。 

・平成19年７月ＤＶ防止法が改正され，市町村の基本計画の策定及び支援センターの設置が努

力義務となった。 

・平成 21年４月に盛岡市配偶者暴力防止対策推進計画を策定，６月に配偶者暴力相談支援セン

ターを設置し，DV被害者支援の強化を図っている。 

 

 

 

（平成 23年度実施事業） 



 

２ 事務事業の実施状況（Do）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 対象（誰が，何が対象か） 

市民 

庁内各課 

女性団体 

 

 (2) 対象指標（対象の大きさを示す指標） 

 

(3) 23年度に実施した主な活動・手順 

・女性懇談会を開催し男女共同参画計画等について意見を聞いた。 

・男女共同参画計画の見直しを行い，指標及び目標数値を設定した。 

・ＤＶ防止対策推進計画に基づき，配偶者暴力相談支援センターでDV相談を実施した。 

・ＤＶ防止計画概要版を講座等で配布し啓発した。 

・審議会等における女性委員の登用推進計画（平成 24 年度～26 年度）作成要領を策定し，各

審議会ごとに女性委員登用目標を定めた。 

・女性団体になはんネットへの登録を呼びかけ，情報提供や女性団体ガイドブック作成した。 

・岩手県が主催する男女共同参画研修に参加者を推薦し，2人がサポーターとして認定された。 

・男女共同参画情報紙「あの・なはん」を2回発行した。 

・審議会等の女性委員就任率調査と人材についての情報提供を行った。 

・人材育成事業「リーダー養成講座（実践編）」を実施，11人が受講した。 

・女性のための起業・就労支援を行った。 

 

 (4) 活動指標（事務事業の活動量を示す指標） 

 

(5) 意図（対象をどのように変えるのか） 

・男女共同参画について意識を高めるための人材育成講座等への参加促進 

・男女共同参画の視点に立った施策推進 

・審議会等女性委員の就任率を上げ，市政への女性の参画を推進する 

・女性団体活動の一層の推進，人材育成 

・あらゆる暴力の減少とＤＶ被害者の安全を確保 

 

 

指標項目 単位 
21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

見込み 

A 盛岡市人口 人 297,767 298,148 298,148 298,853 298,853 

B 庁内関係各課 課 49 49 49 49 49 

C 女性団体数 団体 54 61 60 59 60 

指標項目 単位 
21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A 女性懇談会開催回数 回 1 1 2 1 2 

B なはんネット登録団体への情報提供件数 件 20 13 24 20 24 

C 「あの・なはん」発行部数 部 278,000 279,400 278,000 281,200 278,000 



 

(6) 成果指標（意図の達成度を示す指標） 

 

(7) 事業費 

項目 財源内訳 単位 21 年度実績 22 年度実績 23 年度計画 23 年度実績 

事業費 ①国 千円 0 0 0 0 

②県 千円 0 0 0 0 

③地方債 千円 0 0 0 0 

④一般財源 千円 1,278 1,231 1,176 962 

⑤その他（       ） 千円 0 0 0 0 

A 小計 ①～⑤ 千円 1,278 1,231 1,176 962 

人件費 ⑥延べ業務時間数 時間 1,700     1,700 1,700 1,700 

B 職員人件費 ⑥×4,000 円 千円 6,800 6,800 6,800 6,800 

計 トータルコスト A＋B 千円 8,078 8,031 7,976 7,762 

備考 

 

 

３ 事務事業の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 必要性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

① 施策体系との整合性 

  結びついている 

理由：男女共同参画社会の実現は，人権を尊重する社会の形成につながる。 

 

② 市の関与の妥当性 

  妥当である 

理由：男女共同参画社会基本法に基づき，行政が主導して取り組むべき課題である。 

 

③ 対象の妥当性 

  現状で妥当である 

理由：男女共同参画社会の実現のためには，市民全体を対象とすべきである。 

 

④ 廃止・休止の影響 

指標項目 性格 単位 
21 年度 

実績 

22 年度 

実績 

23 年度 

計画 

23 年度 

実績 

26 年度 

目標値 

A 女性委員比率 ■上げる 

□下げる 

□維持 

％ 29.6 30.3 32.0 30.1 35.0 

B なはんネット登録団体数 ■上げる 

□下げる 

□維持 

団体 54 61 60 59 60 

C 人材育成講座等受講者数 ■上げる 

□下げる 

□維持 

人 10 11 10 13 10 



 

  影響がある 

内容：男女共同参画推進事業は，少子高齢化や教育，福祉など様々な分野に関係する。 

 

(2) 有効性評価（成果の向上余地） 

向上余地がある 

内容：人材を育成，発掘し，活用することにより，男女共同参画推進につながる。 

ホームページや情報紙を活用して，情報を発信することで，より広く浸透を図る。 

 

(3) 公平性評価（評価区分が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

受益機会の適正化余地・・・公平・公正である。 

 理由：全市民を対象としている事業であり，現状で適正である。 

費用負担の適正化余地・・・公平・公正である 

 理由：受益者の負担を求める性質の事業ではない。 

 

(4) 効率性評価 

事業費の削減余地・・・削減余地がない 

内容：最小の事業費で事業を行っているので，削減の余地はない。 

人件費の削減余地・・・削減できない 

理由：最小の人員で行っているので，削減の余地はない。 

 

４ 事務事業の改革案（Plan）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 改革改善の方向性 

特に審議会等の女性就任率向上について，全庁あげての積極的な取り組みが必要である。 

 

(2) 改革改善に向けて想定される問題点及びその克服方法 

・女性就任率の低い審議会等を所管する関係部署の意識啓発を図るために，ヒアリングを行う。 

・女性の登用を継続的に増加させるために，関係部署ごとの女性登用推進計画を作成，進捗状

況を庁議に報告している。 

・委員として活躍する女性人材を育成するために「リーダー養成講座」を実施するなど，人材

育成の研修を充実させる。 

 

 

５ 課長意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 今後の方向性 

□ 現状維持（従来どおりで特に改革改善をしない） 

■ 改革改善を行う（事業の統廃合・連携を含む） 

□ 終了・廃止・休止 

 

(2) 全体総括・今後の改革改善の内容 

  審議会等への女性委員の登用率をさらに向上させるため，引き続き女性登用推進計画の進行

管理を行いながら担当課へ働きかけを行う。さらに，女性人材リストの積極的な活用や公募情

事業の妥当性 組織マネジメント 



 

報について女性団体等への周知を図るとともに，委員として活躍する人材の発掘・育成を継続

的に行う必要がある。 

 

 

 


